
安心安全な暮らしづくりＰＴ ＜防災に関する研究＞
７ 受援体制の整備 【幹事：大分県】

＜現状・課題＞

○広域的な応援・受援にかかる具
体的な運用方法が確立しておらず、
応援受け入れに関する役割が明
確でなかった。

○災害救助法に関する事務は、
救助にかかる関係機関や国との
調整に加え、物資の支援、要配
慮者対策、被災者生活支援、災
害見舞金、義援金など膨大な業
務があり、特定の職場に負担が
集中した。

＜うまくいかなかった事例＞ ＜成功事例＞

○熊本地震では、自治体のほか
企業・ボランティア団体等による
応援があったが、具体的な運用
方法・役割分担が確立されてお
らず、多くの混乱が見られた。

○九州北部豪雨では、国やライ
フライン事業者、他県の情報連
絡員を受け入れたが、迅速・効
率的な情報共有対応を図るため
の執務スペースの確保が必要で
あった。

○熊本地震において、応援県が
一貫して責任を持って担当するこ
とで、機動的・継続的な支援がで
きたほか、支援の空白地帯も生じ
なかった。

○日頃から定期的に災害支援協
定締結事業者と緊急連絡先等を
確認するなど体制の確保に努め
たため、九州北部豪雨の際には、
支援物資の要望に速やかな対応
ができた。

＜優良事例／先進事例＞

○福岡県は「災害時受援計
画」を策定（H30.6）するとともに、
「市町村災害時受援計画ガイ
ドライン」を策定（H30.10）し、市
町村における受援計画の策定
を支援している。

○熊本県は「熊本県業務継続
及び受援・応援計画」を策定
（H30.12）し、業務継続に関す
る事項を一つの計画にまとめ
るとともに、他自治体からの受
援や、被災自治体への応援に
ついても一体的に定めた。

＜求められる対応＞

＜行政（県・市町村）＞
○各県や市町村の受援計画との整合性のと
れた受援計画の策定。

なお、各県においては、受援計画策定を進
めている。（福岡県、熊本県、大分県、宮崎
県、鹿児島県、山口県では策定済）

市町村の受援計画策定支援に取組んでい
る県もある。（福岡県・熊本県）

○物資輸送拠点の確保・代替施設と
して九州各県や市町村が保有する
施設の相互利用や圏外の民間倉庫
等の利用をあらかじめリスト化する。



＜課題解決策案＞ 合同防災訓練の実施

＜取組内容＞

〇応援・受援に係る合同防災訓練の実施

・九州・山口９県災害時応援協定に基づく合同防災訓練として、

沖縄県が開催している「美ら島レスキュー」防災訓練にあわせ

て、２９年度から毎年リエゾン派遣の訓練を実施している。

・今後、この訓練を発展させ、各県の応援・受援体制の強化を

図ることを目的に、毎年、持ち回りで各県が主催する総合防災

訓練に合わせて、合同防災訓練を実施するもの。

＜期待できる成果＞

○各県の防災訓練において、受援に必要な訓練を行うこと

で、受援県と応援県の連携強化。

○九州・山口各県災害時応援協定に基づく応援体制を確

認するとともに、各県で策定している受援計画の実行性に

ついて検証。

＜取組に向けて＞

○政策連合において訓練等を実施していく。

①自衛隊との協定に基づく輸送訓練

• 知事会からの要請に基づき、自衛隊が
輸送機で職員（14名）を福岡空港から那
覇空港まで輸送

自衛隊機によるリエゾン輸送

②現地応援事務所における活動訓練

•沖縄県庁内に、パソコン等資機材を持込

んで現地応援事務所を設置、カウンター
パートの原案を作成

現地応援事務所における情報収集

③沖縄県災害対策本部との連携訓練

• 沖縄県災害対策本部に、知事会職員を

派遣して沖縄県職員と合同で応援に必要
な情報を収集

沖縄県災害対策本部内の様子

《美ら島レスキュー２０１８ 陸上自衛隊西部方面隊との連携による沖縄県への広域応援訓練》


